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研究成果の概要（和文）：サンプル調査で、中小企業が過去 10 年間でどれだけ取引先に対して、

ポジションを変更できたのかを調べた。ポジションとは取引先に対する役割のことである。役

割は、メインサプライヤーから単なる下請けまで 7 段階を措定している。変更できた企業の割

合は 5%以下で予想よりもはるかに少なかった。上方へのポジション変化ができた企業は製品

イノベーションから市場を拡大していることがわかった。 

 
研究成果の概要（英文）：We have examined sample survey how SME could have changed 

their positions with their business acquaintances for past ten years. Position means the 

roles to their business acquaintances. We assume these roles as 7 grades, from main 

suppliers to simple subcontractors. We revealed that the ratio was below 5%, which was far 

less than we had expected. And we also have revealed that the firms which could have 

changed their positions to upward had extended their market by product innovation. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 中小企業の成長はどのように、そしてな
ぜそれが可能になるのかを、取引の特徴から
考える研究が、1980 年代から欧州では進ん
でいた。それを受けて、今井賢一など日本で
も産業組織論研究者の一部で、企業間取引
（ビジネス・ネットワーク）の構造が、産業
の生産性に影響することを指摘する研究が
蓄積しだした。そこでの指摘は、中小企業は
技術開発力が高く、それらが上手く取引を行

うことで、新結合を実現するということであ
った。この指摘は、それまでの日本の中小企
業研究が二重構造論に基づいて政策論を展
開することに比して、極めて特異であるが、
重要な議論に展開していった。 

 

(2) 1999 年、中小企業基本法が 36 年ぶりに
改訂され、本格的な中小企業の競争促進政策
が採用されるようになった。その政策シフト
の理論的支柱となったのは、新しい産業組織
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論である。われわれの研究も、それら新しい
産業組織の機能や構造をベースにして、そこ
でどんな経営戦略が中小企業の成長を促進
するのかを考えることを中心に企画された。 

 

２．研究の目的 

(1) 本研究の目的は、中小企業のイノベーシ
ョン戦略とそれを促進する取引の条件を実
証的に明らかにすることである。中小企業の
イノベーションには、自社内の技術蓄積のみ
ならず、取引相手との関係の構造が影響する。
伝統的な二重構造論の理解では、中小企業は
大企業に搾取される対象であったが、本研究
で対象にする現代の中小企業は、むしろ、高
度な技術力をもってイノベーションを主導
できると考える。 

 

(2) 本研究では中小企業がイノベーション
を促進する必要条件は、大企業と安定的な取
引を実現することではなく、ビジネス･ネッ
トワーク内のポジションを戦略的に移動し、
ダイナミックな資源活用を実現する関係管
理技術である（ビジネス・ネットワーク構築
戦略）、という研究仮説を実証する。 

 

３．研究の方法 

(1) 本研究における実証作業は、大規模な実
証データ分析とケース分析である。それは、
理論的な測定尺度の定式化と企業取材によ
って構成される。 

 

(2) ポジションについての理論的な測定尺
度開発は、すでに参照すべき先行するいくつ
かの研究がある。しかし、それらは販売企業
ではなく、購買企業の調達戦略からネットワ
ーク構造の変化を推定するタイプの研究で
ある。したがって、それを販売企業の尺度に
変換する必要がある。 
 
(3) これまでポジションは、企業間取引にお
ける「役割」として定義されてきた。既存研
究の支配的な定義は、それらを 7段階に分け
るものである。それぞれの定義は、表 1 のと
おりである。 
 

表 1 ポジションの定義 

(4) ケース分析は、企業の取材、新聞、ニュ
ース、経済雑誌などの 2次データも活用する。
中心になるのは、企業の取材である。これは、
主に中小企業庁が発行している「元気なモノ
作り中小企業 300社」から、選択する。 
 
(5) ケース分析は、ポジション変化の戦略に
ついて取材を行う。ポジションの定義に基づ
いて、ポジション移動の際の経営行動を記録
していく。 

 

図 1 ポジションの変化概念図 
 
図 1はポジションの変化の概念図である。図
中の○数字は、時間（年）をあらわしている。
つまり、供給者 Aは、ポジション S で 6年間
事業をやっていて、E2に移行して 2 年間、そ
れから C1に移行して、1 年間活動し、取引が
終了してしまったことを表している。この図
を、描き出すことが本研究の課題である。 
 
４．研究成果 
(1) 実証データについては、以下の通り質問
票の配布回収を行った。まず、中小企業庁が
刊行している『元気なモノ作り中小企業 300

社』2006 年から 2009 年版の 1200 社をサン
プルとするある種の母集団を想定する。そこ
から、データの配布回収が比較的容易な、東
京、大阪、名古屋の企業を選定した。それが
611 社あり、そこに調査依頼のはがきを送っ
た。調査協力の回答を得た 407 社に、改めて
質問票を送り、回答可能性を問い合わせた。
質問は、過去 10 年間の取引先とのポジショ
ンの変化であるため、非常に複雑な内容とな
り、最終的には 134 社からの調査協力依頼を
取り付けることができた。 

 

(2) 134 社に、過去 10 年間のポジションの
変化について記入を求め、それをデータベー
スに記録した。そのうちのもっとも重要な発
見は、過去 10 年間、中小企業のポジション
は、極めて安定しており、ポジション変化（特
に上方への移行）は、過去 10 年間で 44 回し
か起こっていないということである。1 年間
だと平均 4 回である。回答があった 134 社中
平均して 4 社であるから、その割合は 3.5%

程度ということになる。表 2 は、過去 10 年
間の、ポジション変化の一覧である。もっと
多い年で 8 件、少ない年で 2 件である。 

 

S 自社のみ供給。

M1
メインのサプライヤーである。もう1社代替品を供給する企
業はあるが、2/3以上の量を自社が供給している。

M2
競合が2社以上あるがメインのサプライヤーである。供給量
シェア1位の企業は、2位企業の2倍多く提供している。

E1
同じ企業規模の供給者が2社以上ある。どの会社もメイン
サプライヤーとして認識されていない。

E2 3社以上の同規模の企業が供給している。

C1 唯一の供給企業であるが、主力部品ではなく補助的なパー
ツを供給する。

C2 補助的なパーツを供給する多くの企業のうちの1社。
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表 2 ポジションの変化 

年 変化した企業数 

2000－2001 4 

2001－2002 6 

2002－2003 2 

2003－2004 4 

2004－2005 4 

2005－2006 8 

2006－2007 7 

2007－2008 5 

2008－2009 4 

 
(3) ここから変化した企業を取材し、その戦
略を理解することが第 2の課題であった。そ
のうち、もっとも典型的なケースが株式会社
井口一世である。図 2は、同社のポジション
変化の回答票である。 

図 2 井口一世のポジション変化 
 
(4) 株式会社井口一世は、2001 年埼玉県所
沢市に板金加工の工場を建設し、起業した。
汎用プレスと汎用レーザー加工機を用いた
板金プレス加工の高度な新製法を開発し、金
型を使わずに金属加工が可能になった。 
 
(5) 当初は、板金プレス加工を請け負ってい
たが、2002 年には、納入業者が増え、得意先
の開拓に成功し、そののち、毎年製品技術を
開発し続けた。現在では、当初の板金加工は
もとより、金属加工用金型の設計・制作、金
属プレス加工、各種表面処理、各種熱処理、
そして、部品の組み立てまで請け負うことが
できるようになった。 
 
(6) 株式会社井口一世のポジション変化は、
まず製品（技術）開発を進め、そしてその後、
その技術を用いて市場を開拓してく。その市
場でさらに製品が開発されていくという関
係を見出すことができそうである。この関係

を図に表現すると以下の通りになるだろう
（図 3）。 
 

図 3 製品開発と市場開発の関係 
 
(7) このような中小企業の成長は、結局のと
ころ、イノベーションの再生産構造の維持メ
カニズムであると理解する方が適当である。
それは、そういった企業は、売上の成長を必
ずしも求めておらず、それよりも、新たに開
発した市場において、製品技術開発に注力す
るからである。販路開拓には必ずしも、焦点
がないのである。われわれは、中小企業の成
長戦略とは、イノベーションの再生産構造の
維持であると結論することできる。 
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